
 

 

 

 

福井県国民健康保険運営方針の概要 

 

１ 策定の目的  県が市町とともに国保の安定的な財政運営や効率的な事業運営を進めるため、県内の統一的な運営方針として国保運営方針を定め、市町が担う事務の標準化、効率化、広域化を推進する。 

２ 対 象 期 間  平成３０年４月～令和３年３月まで（３年間） 

第１章 基本的事項 

 
１ 被保険者の状況 

・被保険者数は減少傾向だが、前期高齢者（65～74歳）の割合は増加傾向 

○被保険者数 H22：190,697人 H27：169,714人 

○前期高齢者の割合 H22：35.1％ H27：44.4% 

２ 医療費の状況 
・医療費総額および 1人当たり医療費ともに増加傾向 
・1人当たりの医療費は市町間の医療費水準に約１．３倍の差 
・令和 12年度の１人当たりの医療費は、27年度から約 3割増となる見込み 

○医療費総額 H22：624.8憶円 H27：664.6億円  

○1人当たり医療費 H22：324千円 H27：382千円 （全国：350千円） 

３ 国保財政の状況（平成 27年度） 
・単年度収支は約 1.5億円の赤字 
・決算補填目的の法定外繰入は約 16.2憶円（8市町） 

４ 国保財政運営の基本的な考え方 

○市町国保特別会計 ・必要な支出を保険料や国交付金で賄い、法定外繰入等によらず収支均衡を保つ 

○県国保特別会計 ・必要な支出を納付金や国庫負担金で賄うことにより収支均衡を保つ 

○赤字削減・解消の取組み 
・赤字削減・解消が必要な市町は、赤字要因の分析を行い、赤字解消計画を策定
して計画的・段階的に削減・解消を図る 

○財政安定化基金の運用 ・市町への貸付・交付、県特会への繰入により財源不足を補填 

 

１ 保険料の賦課状況 

・平成 27年度の調定総額は 164.9億円、1世帯当たり 158,806円、1人当たり 94,700円 

・賦課方式として、医療給付費分は 17市町全てが 4方式（所得割、資産割、均等割、平等割）を採用 

・平成 27年度の 1人当たりの保険料は市町間で約 1.6倍の差（福井市 10.3万円、池田町 6.3万円） 

２ 保険料水準統一の基本的な考え方 

・本県では市町間の 1人当たりの医療費に 1.3倍の差、1人当たりの保険料に 1.6倍の差 

・直ちに保険料水準の統一は行わないが、将来的には県内の保険料負担の平準化を目指す 

・各市町において計画的に赤字解消や 3方式への移行を進め保険料設定を見直し、県運営協議会で 

進捗を管理 

３ 納付金の算定方式 

○医療費水準 ・各市町の医療費水準を反映（α＝１） 

○応能分と応益分の割合 ・β：１（β：全国平均を１とした場合の本県の所得水準） 

○配分方法 ・3方式として、市町ごとの所得総額、被保険者数、世帯数のシェアにより配分 

４ 標準保険料率の算定方式 

○算定方式 ・資産割を廃止した 3方式による 

○賦課割合 ・応益分の均等割と平等割の割合＝７：３ 

○標準的な収納率 ・算定年度の前年度以前 3年間（直近過去 3年分）の平均値を使用 

 ※制度改革により保険料負担が急増することのないよう、激変緩和措置を実施 

第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 第３章 納付金および標準的な保険料の算定方法 

 
１ 保険料の収納率推移 

・市町国保の平均収納率は上昇傾向、平成 27年度では 92.8％と全国平均 91.5％を上回って推移 
２ 収納対策 

・各市町の収納率目標の達成に向け、コンビニ収納、口座振替促進、研修会開催など収納対策を強化 

第４章 保険料の徴収の適正な実施 
 

１ 保険給付の適正化に向けた取組み 

・各市町におけるレセプト二次点検の共同実施や県による給付点検など、レセプト点検の充実強化 

・アドバイザーの活用や研修会の実施などにより、第三者求償の取組みを強化 

  

 

第５章 保険給付の適正な実施 

 

１ 医療費の現状 
・本県の市町国保の 1人当たり医療費は全国平均より高い傾向（H27:382千円【全国 350千円】） 

２ 医療費適正化に向けた取組み 
   ・特定健診受診率・特定保健指導実施率の向上、重症化予防の推進、後発医薬品の使用促進など 
 

第６章 医療に要する費用の適正化の取組み 
 

１ 国保事務の標準化に向けた取組み 
・国保事務の標準化や県内統一した運用基準の設定について市町と協議 
・被保険者証の更新時期統一と高齢受給者証との一体化（31年 8月～）、レセプト二次点検の共同実 
施、保険料減免・一部負担金減免の標準的な減免事由・減免基準の設定など 

第７章 市町が担う国民健康保険事業の広域的および効率的な運営の推進 

 
○県は、KDB等の健診・医療・介護の情報を活用し、市町の保健事業が効果的に行われるよう支援 
○市町は、保健医療と福祉サービスの連携が一層進むよう、地域のネットワークへの参画を進め、被保険者に 
対する保健活動や保健事業の実施状況について関係者間と情報共有を図り、地域包括ケアを推進 

第８章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携 
 
○県と市町との協議の場として、県国保運営方針連携会議を開催し、取組状況の把握、課題への対応、国
保運営にかかる提案要望などの意見調整を実施 

○国保運営方針は 3年ごとに検証し、連携会議等で協議を経たうえで見直しを実施 

第９章 施策実施のために必要な関係市町相互間の連絡調整 

資料１－１ 


